
一 水 防 活 動 用 洪 水 予 報 及 び 警 報 を 行 う 河 川 、 当 該 河 川 に 係 る 水 位 又 は 流 量 の 予 報 に 関 す る 基 準 地 点

並 び に 担 当 官 署 及 び 共 同 実 施 機 関

水 系 名 河 川 名

区 間

基 準 地 点 担 当 官 署 及 び 共

同 実 施 機 関上 流 端 下 流 端

那 珂 川 水 系 逆 川 深 沢 川 と の 合 流 点 那 珂 川 へ の 合 流 点 木 幡 大 橋 宇 都 宮 地 方 気 象

台
栃 木 県

県 土 整 備 部 河

川 課

箒 川 左 岸 大 田 原 市 薄 葉

か さ ね 橋

那 珂 川 へ の 合 流 点 佐 久 山

右 岸 矢 板 市 沢 か さ

ね 橋

蛇 尾 川 那 須 塩 原 市 東 遅 沢 遅

沢 橋

箒 川 へ の 合 流 点 蛇 尾 橋

利 根 川 水 系 小 貝 川 芳 賀 郡 市 貝 町 大 字 市

塙 金 井 橋

左 岸 芳 賀 郡 益 子 町

大 字 上 山

鉄 道 橋 下

右 岸 真 岡 市 根 本

袋 川 足 利 市 月 谷 町 渡 良 瀬 川 へ の 合 流 点 千 歳 橋

二 開 始 期 日 公 示 の 日 か ら
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水 防 活 動 用 洪 水 予 報 及 び 警 報 の 開 始 に つ い て

栃 木 県 知 事 と 水 防 法 （ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 百 九 十 三 号 ） 第 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 協 議 が 整 っ た

の で 、 気 象 業 務 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 六 十 五 号 ） 第 十 四 条 の 二 第 三 項 の 規 定 に よ り 、 洪 水 に つ い

て の 水 防 活 動 の 利 用 に 適 合 す る 予 報 及 び 警 報 を 次 の と お り 実 施 し ま す 。

平 成 二 十 一 年 九 月 一 日 気 象 庁 長 官 櫻 井 邦 雄

国 家 試 験

第 62回診療放射線技師国家試験の施行
診療放射線技師法（昭和26年法律第226号。以

下「法」という。）第18条の規定により、第62回診
療放射線技師国家試験を次のとおり施行する。
平成 21年９月１日

厚生労働大臣 Å添 要一
１ 試験期日 平成22年２月25日（木曜日）
２ 試験地 北海道、宮城県、東京都、愛知県、
大阪府、広島県、香川県及び福岡県
ただし、行政事務の簡素合理化及び整理に関
する法律（昭和58年法律第83号。以下「58年改
正法」という。）による改正前の診療放射線技師
及び診療エツクス線技師法（昭和26年法律第
226号。以下「旧法」という。）に定める診療エ
ツクス線技師試験（以下「診療エツクス線技師
試験」という。）又は法附則第７項の規定による
試験（以下「特例試験」という。）に合格した者
であって、受験願書にその旨を記載し、試験科
目の免除を受けて診療放射線技師国家試験を受
けようとするものについては、東京都に限る。

３ 試験科目 基礎医学大要、放射線生物学（放
射線衛生学を含む。）、放射線物理学、放射化学、
医用工学、診療画像機器学、エツクス線撮影技
術学、診療画像検査学、画像工学、医用画像情
報学、放射線計測学、核医学検査技術学、放射
線治療技術学及び放射線安全管理学
ただし、２のただし書に該当する者について
は、次の科目を免除する。
基礎医学大要、放射線生物学（放射線衛生学
を含む。）、放射線物理学、医用工学、エツクス
線撮影技術学、画像工学、放射線計測学及び放
射線安全管理学
４ 受験資格
\ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第90条
第１項の規定により大学に入学することがで
きる者（法第20条第１号の規定により文部科
学大臣の指定した学校が大学である場合にお
いて、当該大学が学校教育法第90条第２項の
規定により当該大学に入学させた者又は法附
則第11項の規定により学校教育法第90条第１
項の規定により大学に入学することができる
者とみなされる者を含む。）であって、文部科

学大臣が指定した学校又は厚生労働大臣が指
定した診療放射線技師養成所において３年以
上、診療放射線技師として必要な知識及び技
能の修習を終えたもの（平成22年３月23日（火
曜日）までに修業し、又は卒業する見込みの
者を含む。）

] 外国の診療放射線技術に関する学校若しく
は養成所を卒業し、又は外国で法第３条の規
定による免許に相当する免許を受けた者で
あって、厚生労働大臣が\に掲げる者と同等
以上の学力及び技能を有すると認めたもの

^ 58年改正法の施行の際（昭和59年10月１日）
現に診療エツクス線技師又は診療エツクス線
技師試験を受けることができた者であって、
旧法第20条に規定する文部大臣が指定した学
校又は厚生大臣が指定した診療放射線技師養
成所において、１年以上、診療放射線技師と
して必要な知識及び技能の修習を終えたもの
（58年改正法の施行の際現に修習中の者で
あって、同法施行後にその修習を終えたもの
を含む。）

５ 受験手続
\ 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
Ê 受験願書 診療放射線技師法施行規則
（昭和26年厚生省令第33号）第３号書式
により作成するとともに、受験願書に記
載する氏名は、戸籍（日本国籍を有しな
い者については、外国人登録原票）に記
載されている文字を使用すること。
なお、２のただし書に該当する者に
あっては、診療エツクス線技師試験（特
例試験を含む。以下同じ。）に合格してい
る旨を、受験願書の受験地の下に記載す
ること。

Ë 写真 出願前６月以内に脱帽正面で撮
影した縦６センチメ`トル、横４センチ
メ`トルのもので、その裏面に撮影年月
日及び氏名を記載し、厚生労働省又は地
方厚生局若しくは地方厚生支局において
交付する受験写真用台紙にはり付けた
上、同台紙に所定の事項を記載して提出
すること。

なお、写真の提出に当たっては、卒業
し、若しくは在籍している学校若しくは
診療放射線技師養成所又は地方厚生局若
しくは地方厚生支局において、その写真
が受験者本人と相違ない旨の確認を受け
ること。

Ì 返信用封筒 縦23•5センチメートル、
横12センチメートルのもので、表面に郵
便番号及びあて先を記載し、510円の郵
便切手をはり付け、書留の表示をしたも
の

イ ４の\又は^に該当する者が提出する書
類
Ê 修業証明書若しくは修業見込証明書又
は卒業証明書若しくは卒業見込証明書

Ë ２のただし書に該当する者にあって
は、診療エツクス線技師免許証の写し（地
方厚生局若しくは地方厚生支局又は都道
府県医務主管課若しくは保健所に当該免
許証の原本を提示し、原本照合を受けた
もの）又は診療エツクス線技師試験の合
格証書の写し（地方厚生局又は地方厚生
支局に当該証書の原本を提示し、原本照
合を受けたもの）若しくは合格証明書
この場合、診療エツクス線技師免許証
の写しについては、地方厚生局若しくは
地方厚生支局又は都道府県医務主管課若
しくは保健所に、診療エツクス線技師試
験の合格証書の写しについては、地方厚
生局又は地方厚生支局に当該証書の原本
を提示し、原本照合を受けること。

ウ ４の]に該当する者が提出する書類
診療放射線技師国家試験受験資格認定書
の写し
この場合、地方厚生局又は地方厚生支局
に当該認定書の原本を提示し、原本照合を
受けること。
なお、４の\又は^に該当する者で修業
見込証明書又は卒業見込証明書を提出した
ものにあっては、平成22年３月23日（火曜
日）午後５時までに修業証明書又は卒業証
明書を提出すること。当該期日までに提出
されないときは、当該受験は無効とする。
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